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原子炉運転実習の様子
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新規開発した計算手法
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教育と対話の可能性
～「モヤモヤの種」が芽吹く未来へ～

奈良教育大学 学校教育教員養成課程
教育発達専攻 心理学専修

上野 和花 (うえの・のどか)

私が高レベル放射性廃棄物処分問題に関心を持つきっかけとなったのは，6年前，中学 2年生で参加した「中
学生サミット」でした。この経験については，以前，本誌に時論としてご紹介させていただいたことがありま
す。当時私は小中高一貫校に通学しており，高校進学後も中学校時代の仲間と活動を続けることができました。
しかし，高校時代は新型コロナウイルス感染症の影響で緊急事態宣言が発令され，行事や部活動は大幅に
制限される日々が続きました。そのため，中学校時代のように各地を訪れ，自分の目で学ぶ活動が困難とな
り，行き詰まりを感じる時期もありました。そのような状況で私は，2019 年の中学生サミットで作成した
「KYOTO CALL～みんなでやりましょう！私たちの手で私たちの授業！～」を想起しました。中学校では，
サミット参加者と協力して一から授業を作成し，先生に確保して頂いた授業時間で高レベル放射性廃棄物に
関する授業を他の生徒に実施した経験がありました。これを基に高校では，希望者を募り，放課後に自主的
な授業を行いました。また，仲間とともに制作した関連動画がコンテストで入賞するなど，成果も得られま
した。このように，活動が制限された状況下でも取り組みを継続できたのは，共に活動する仲間の存在が
あったからこそだと強く実感しています。
そして，進路選択では「中学生サミットのような経験をさせてくれた先生のような存在になりたい」と思う
ようになり，教育への道を選択しました。中学生サミットを通してさまざまな立場の人に科学的な数値だけ
でなく言葉で寄り添う事の大切さを学ぶとともに，多角的思考を持って人と向き合う事の重要性を学び，未
来を担う子どもたちにその楽しさを教えてあげたいと思うようになりました。
2024 年 11 月，大学 2年生となった私は，北海道神恵内村で開催された「中学生サミット」に再び参加する

機会をいただきました。このサミットへの初参加から 6年が経過し，その間に地層処分問題を取り巻く状況
が大きく変化していることを実感しました。6年前は候補地が一つも挙がっておらず，「本当に実現できるの
か」という漠然とした疑問を抱いていましたが，現在では，神恵内村で文献調査が進められており，今回のサ
ミットでは実際に現地を訪問し，その雰囲気を肌で感じるとともに，地元の方々や原子力発電環境整備機構
(NUMO)の担当者から直接お話を伺うことができました。こうした具体的な経験は，6年前には想像もでき
なかったもので，問題解決に向けた進展を実感し，希望を感じました。また，今回の中学生サミットを通じ
て，私の将来の目標はさらに明確になりました。それは「対話ができる人材を育成すること」です。6年前の
サミットでは「地層処分問題の最適な解決策」を議論する場が中心でしたが，今回は「対話を重ねるための手
段」を重視する議論が行われ，対話の重要性が改めて浮き彫りとなりました。
サミットでは，中高生と共に「HOKKAIDO CALL～日本を仲間に～一緒にまこうモヤモヤの種～」を作成

しました。これは，自分の中の漠然とした考えを「モヤモヤ」として共有し，それを通じて対話を生むという
考えに基づいています。モヤモヤを共有することは，相互理解を深める重要なプロセスだと感じました。
対話は高レベル放射性廃棄物問題を含む社会問題の解決に欠かせない要素であり，人間関係や社会の協調
を促進する基盤でもあります。その中で重要なのは「自分と相手を認め合う力」だと考えています。異なる価
値観を持つ人々が共通の目標に向けて協力するためには，この力が不可欠です。
私は，この「認め合う力」を次世代の子どもたちに育む教育に携わりたいと考えています。対話の意義を伝え，
多様性を尊重する人材を育てることが，持続可能な社会の実現に向けた重要な一歩になると信じています。

(2024 年 12 月 13 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.67，No.2 (2025)
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時論 石破政権の原子力政策
―今急がれるさらなる軌道修正とは―

澤田 哲生 (さわだ・てつお)
エネルギーサイエンティスト
工学院大学非常勤講師(元東工大)，京都大学
理学部物理科学系卒，東工大博士(工学)
高レベル放射性廃棄物の処分問題を巡る『中
学生サミット』主宰。著書：「やってはいけな
い原発ゼロ」(2019，エネルギーフォーラム
社)ほか

発足から 1ヶ月―石破政権
第 2次石破茂政権が発足して 1ヶ月あまりが経過し
た。石破政権の原子力政策がほぼ見えてきたので，この
時機に今後のあるべき原子力政策を分析的に論じる。
結論から言えば，石破政権は岸田政権の原子力政策路
線を継承した…と言っていいだろう。第 7次エネルギー
基本計画も，その線でまとめられると考えて良いだろう。
その原子力政策の 3本柱(仮にʠ岸田 3原則ʡとする)
は下記の通りである。
①再稼働の促進
②運転期間の延長
③革新的原子炉の新設
政府筋からの情報によれば，第 7次エネルギー基本計
画を 2025 年 2 月に閣議決定する方向で調整していると
のこと。第 7次エネルギー基本計画，GX2040 ビジョン，
そして地球温暖化対策計画を合わせた 3点セットのベー
ス案を年内にまとめて，引き続きパブリックコメントに
かける予定だという。
2月に閣議決定するというのはある縛りがあるから。
それは，国際連合に対しての義務―2035 年の温室効果ガ
ス削減目標(NDC)を国連に提出しなければならない。
そのデッドラインが 2025 年 2 月 10 日なのである。
総合資源エネルギー調査会(経済産業相の諮問会議)の基
本政策分科会において，今後原子力を含む電源種類別の発
電コストや 2040 年度のエネルギーミックスを軸に，計画
案のベースをまとめることになっている(2024 年末時点)。

GX2040―GX実行会議の見通し
GX 実行会議の基本的スタンスは 2点に集約される。
(図は経団連資料のものを掲載)
①DX/GXの進展にともない，電力需要増加が見込まれ
るため，再エネと原子力への転換を推進する必要がある。
②とりわけ原子力に関しては，建て替えや新設が行わ
れない限り，中長期的に原子力発電所の容量は減少する。
GX実行会議の見立てをまつまでもなく，2040 年が危

機的な重要ポイントということになる。DX/GX を乗り
越えていくためには，2040 年以降の原子力電源の減少傾
向に対応しなければならない。言を俟たないが，岸田
3原則のうち第③原則の「新設」が最も重要である。しか
も最も難関である。
その対応のためには，原子力発電の新設には少なく見
積もっても 20 年程度の時間を要するので，今からʠ実質
観ʡを持たせるための軌道修正をしないと間に合わない
ということである。
もう待ったはない。今すぐ始めないととても間に合わ
ないのである。

石破総理の所信表明―エネルギー問題・原子力
石破総理は 2024 年 11 月 29 日，第 216 回国会におい
て所信表明演説を行った。石破総理が原子力にどのよう
にふれるのかふれないのかが，耳目を集めるべきところ
であった。
原子力への言及は，地方創生 2.0 という小節のなかに
あった。

地方の取り組みが花開くためには，国としての環境
整備も必要です。GXの例では，洋上風力，地熱や原
子力の脱炭素電源を目指して，工場やデータセンター
の進出が進み，教育機関との連携などによって，新た
な地域の活力に繋がる動きが始まりつつあります。

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.67，No.2 (2025)
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「エネルギー基本計画の見直しに向けた提言」経団連(2024 年 10 月)
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地方創生は非常に重要な国家的課題であるが，エネル
ギー安全保障とりわけDX/GX時代の国家的課題である
原子力発電所の実質的な観点からの増強は，地方創生と
並列されるべき，あるいはそれよりも上位に位置付けら
れるべき課題ではないだろうか。国破れて山河ありで
あってはならない。DX/GX への対応能力が国家として
の強靭性のかなめとなるはずである。それなくしては国
敗れるもやむなしか。
この所信表明に見えるようなきわめて受け身の態度で
DX/GX が本当に乗り切れるのだろうか。急速に進歩す
る人工知能(AI)への対応力はどうするのだろうか。

COP29「原子力 3倍化」
―AI 時代に後進国に落ちぶれる日本
2024年 11月 11日から 22日にかけてバクー(アゼルバ
イジャン共和国の首都)で開催された，第 29回国連気候
変動枠組条約締約国会議(COP29)において，2050年まで
に世界の原子力発電設備容量を 3倍にするという「原子力
3倍化」宣言(COP28 で採択済み)が国際原子力機関
(IAEA)主催の首脳級パネルで再確認された。現時点ま
でに 31カ国が署名している。「パリ協定」で示された
1.5℃目標の達成には，クリーンエネルギー，なかでも原
子力の拡大と効率改善が必須であるということである。
原子力 3倍化を求める最大の要因は，すでに急進な発
展を日々遂げている AI にある。人工知能(AI)は大型
データセンターと一体化してはじめて実現できるもので
ある。
総務省の統計によれば，2022 年実績の日本のAI 市場
規模は 3,883 億円だった。2021 年比 35 ％の伸びであっ
た。2027 年には 1兆 1,034 億円にまで伸長すると見込ま
れる。これは 2022 年比で 3倍である。今後さらに AI
市場は指数関数的に伸びて行く可能性が大きい。可能性
というのは甘くて，必然とみるべきだろう。この潮流に
障害になるのは，大幅な電力不足である。AI を支える
のは大型データセンターでありそのデータセンターの頭
脳であり心臓である Graphics Processing Unit(GPU)な
どのAI 処理専用の集積回路(IC)チップである。データ
センターそして IC チップ工場の運用には大量の電力が
欠かせない。経産省の見積もりによれば，2030 年までに
付加的に建造されるデータセンターと半導体 IC チップ
工場だけで電力需要は 482 万キロワットとされている。
これは大型原子力発電所にして約 5基分である。
OpenAI 社が生成 AI の ChatGPT を公開したのが，

2022 年 11 月。わずかに 2年余前である。この間の AI
の発展スピードは驚異的である。2029 年にもAI の一つ
のメルクマールであるプレシンギュラリティーがやって
くるとの予想がある。プレシンギュラリティー(前技術
的特異点)では，AI が人間の知能を包括的に超越し始め
るとされている。本格的なシンギュラリティーは
2045 年にもやってくるとされている。これはムーアの
法則(半導体集積回路の集積度が 2年ごとに 2倍になる)
と収穫加速の法則(科学技術は指数関数的に進歩する)に
基づいてはじき出されているので，あながち有り得ない
とは言えない。未来学者のレイ・カーツワイルによれば
シンギュラリティーはʠAI が人間の能力を大幅に凌駕
する時点ʡであるとされている。
プレシンギュラリティーは主にディープラーニングの
レイヤーの深度や処理速度の問題かもしれないが，シン
ギュラリティーではAI は人間が思いもよらなかった創
造性を発揮する…そしてそれ以上のなにかが現前すると
言えるのではないか。それは例えば，意識や意志をもつ
といったこと。
いずれにしてもその原動力としての電力は原子力しか
ありえないと考えられる。
そのことを思えば，経産省の見積もりのʠ大型原子力
5基ʡは過小評価ではないだろうか。IAEA が主導する
2050 年までの原子力 3倍化を日本に適用すれば，それは
単純に見積もっても大型原子力発電所 100 基以上の新設
ということになりはしないだろうか。
日本は 3・11 前には 54 基の原子力発電所を動かして
いたのだから。

今後の課題―実質観のある軌道修正のための要件
DX/GX に対処するには 2040 年代までに大型原子力
発電所 100 基以上の新設が欠かせない。
そのためには，①新たな資金調達制度の法制化(例は，
英国の RAB[規制資産ベース])，②原子力規制改革，③
原子力賠償法の見直しが急務である。
①についてはエネルギー基本計画に関連してやや議論
がなされ始めているようであるが，遅きの感を禁じ得な
い。②と③についてはまったくもって議論の俎上には上
がっていない―なんら，実質観のある動きはないと見受
ける。
日本が世界の潮流に乗り，先導するためにはこれらの
課題に早急に対応することが必須であると思う。

(2024 年 12 月 3 日 記)

( 3 )日本原子力学会誌，Vol.67，No.2 (2025)
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